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性犯罪者の前科紹会－日本版「メーガン法」の可能性
　
2004年におきた奈良県児童誘拐殺害事件は記憶に新しいと思います。児童に対する性犯罪が絶えない現状においてこの事件は社会に大きな衝撃を与えました。それは容疑者が、過去二回、幼女へのわいせつ事件などで有罪判決を受け、一回は服役までしていたからです。ところが、そのような前科がありながら、その住所は彼が移り住んだ所轄の奈良県警にも伝えられていませんでした。ましてや周辺住民には、新聞配達や集金のために家庭を訪れ、子どもと接する機会が多い職業に従事していた彼にそのような前科があるとは知るよしもありませんでした。
　事件を契機にして、児童に対する性犯罪者の情報の登録や公表が問題とされるようになりました。アメリカではすでに「メーガン法」(Megan’s Law)という児童に対する登録・告知・公表制度があります。韓国では「電子腕輪法(特定性暴力犯罪に対する位置追跡装置着用に関する法律)」という性犯罪者の再犯防止のために、居場所を確認する制度もあります。
では、日本でもこれらのような法律を導入すべきでしょうか。児童への性犯罪で有罪判決を受けた者の権利を制限することにならないでしょうか。
今年の夏合宿の課題の一つでもあったこの問題をゼミでもう一度検討したいと思い、一週目に性犯罪者の仮釈放中のＧＰＳ装着、二週目に釈放後の前科照会を取り扱うことで、日本版「メーガン法」の憲法適合性について考えていこうではありませんか。
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